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3) r地租関係書額童基J W史料集成』第7巻， p. 370。


























4) 基礎資料』上. r35J p. 20~ 



























6) W基礎資料』上.[1 J p.'0
7) 地租悶保書類業基J.史料集成』第7巻， p.311。


























8) 地租問時書類童基J ，史料集成』第7巻， p. 3100 








金の B倍となる勘定であり. r真価」の 3'70を地租とすれば，地租は収穫代の
240/0となる y=地価，a=収穫代金，x=地租












































10) 基礎賢料』上， fS7J p. 34。
11) 同上 r!i6J p. 330 
12) 丹羽邦男「明治維新の土地査草J p. 283以下，丹羽氏の文の事開は， 同署， 第2章壬申制止
器第3節大商省の壬申地券にもとづく税法改革企図 (l)~ pp. 279-29Q'による。




















































































































14) W基礎資料』上. rI02J p. 700 
























































114 (114) 第 99~巷第 1 号
なる。したがって， I地価取調規則」の地租が地租改正法と同じように地価の
3%とすれば， それは収穫代金の 24%であり，地租改正法の地租は収穫代金





















































18) C某礎資料』よ， r189J p. 1240 
19) 地方官心得，第14章J C史料集成』第7巷， p. 329u 
116 (116) 第 99巻第1号
れは， 実際の小作料率が 68%以下の場合には課税率が低くなるだけではなく
て，小作料率の低い劣等地ほど収穫高にたいする課税率も低下するので種肥代























20) ~基礎資料Jl r724J， r719J， pp. 470， 4600-
21) 拙著「明治維新と地租改正J (近刊〉参照E
地租改正における地価醇定法の形成過程 (117) 117 
税の形式はと'ってし、るが，最大の経費たる労賃部分をほとんど考慮しないで，
土地売買の金利形式をはめこみ，利子を低くして地価の低下，したがってまた
地租の減退壱防止するように仕組んだものであ品。第二則の場合には，種肥代
及び労賃部分の低率を全部小作農に転荷して地主には租税分と同じ取分を保証
し，地租改正が地主制展開の基軸となるD もこのためである。ただ小作料が収
穫高の 68~もに達していない場合には，租税，地代ともにそれだけ取分が減少す
ること kなる。ととに小作料率の低い劣等地や自作地にこれを適用すれば，種
肥代150/0定率の矛盾壱さけて，ある程度地位等級に応じた課税をすることもで
きる。かくて，地租改正の初期には第二則本位から着手した府県が多かったが，
地価減退壱おそれた政府が第二則の適用をしだいに制限し，やがて第一則のみ
にしぼってきた。そして，その法制上の完成が明治8年5月の「地租改正条例
細目」であり，そこでは小作米の多寡は僅かに地方官の「達観」の参考にされ
るに過ぎず，収穫量決定に必要な土地丈量，地位等級，反収等の調査に重点、が
おかれてし、〈。しかも第一則の眼目たる利子と種肥代の控除率はそのままにき
びしく維持され，何れの土地も収穫代価の 8.5倍壱地価とする原則には全く例
外を許さないような地租改正の強制的実施をみるにいたったのである。
